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in foreign countries, possibly because they know what their future employers are asking for in their recruits. To assist 
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Changes in Residents’ Attitudes toward Brown Bears and
Brown Bear Management in Sapporo, 2012-2014
Masato KAMEDA
(原稿受付日 平成 30 年 6 月 29 日 論文受理日 平成 31 年 2 月 1 日）
Abstract
The objective of this research is to provide a better understanding of the attitudes and behaviors of 
residents toward brown bears (Ursus arctos) and brown bear management in large cities. The author 
conducted mail surveys with similar questions among the residents of Sapporo in 2012 and 2014. The 
results showed in 2014, (1) in areas where bears had been appearing, a relative majority of respondents 
accepted bear inhabitation outside human residential areas as in 2012, (2) about half the respondents 
took some kinds of precautions against bears as in 2012, (3) more respondents than in 2012 wanted the 
municipality to help people take precautions, to introduce compensation programs, and/or to implement 
preventive control kill of bears in the spring, (4) in area without bears appearing, less respondents than 
in 2012 accepted bear inhabitation outside human residential areas, and more respondents than in 2012 
expected stricter responses to bears only sighted in the forest.





本研究が対象地域として採り上げる札幌市は人口 190 万を擁する大都市であるが、市域面積の 60％以上が
ヒグマの棲む森林に覆われ、そこに市街地が入り込んでいるため、以前からヒグマの出没を経験してきた。


























































その 2 回の調査の間に第 1 回調査回答者の意識と行動にどのような変化が生じたかを報告することを目的と
している。
3 方法
 住民へのアンケート調査を 2012 年と 2014 年の 2 回実施した（以下「2012 年調査」および「2014 年調査」）。
2 回とも質問票を郵送で配布し郵送で回収した。





が出没しない清田区北野（以下「地域 D」）である（図 1 および表 1）。
質問票配布対象者は、地域 A、B、C で 2010 年または 2011 年、またはその両年にヒグマが出没したとされ
る地点から半径約 500ｍ以内に住み、株式会社ゼンリン発行の『ゼンリン電子住宅地図デジタウン』各区最新
版に氏名が掲載されている住民の中から無作為に抽出した。そのため対象者は基本的に世帯主であり、した
がって回答者は比較的高齢の男性が圧倒的に多い点に注意を要する(16)。回収率は地域により 54 ないし 64%、
平均 60%であった（表 1）。
 2014 年調査は 2012 年調査に回答を寄せた人全員を対象として行った（個別の事情で質問票が到達しなか
った 9 人を除く）。質問票（付録）の配布は 2014 年 4 月 7 日に、また回収は 4 月末まで行った。回答率は地
域により 52 ないし 58%、平均 55％であった（表 1）。2012 年調査と同様、比較的高齢の男性が圧倒的に多い
点に注意を要する（図 2 および図 3）。
 主な質問項目は、2 回の調査とも次の通りである。
(1) ヒグマの生息への態度
配布数 回収数 回収率 配布数 回収数 回収率
A  2011年に初めて出没した市街  中央区円山・藻岩山周辺、南区藤野公園周辺 475 296 62% 291 158 54%
B  以前から出没していた市街  西区西野 西野市民の森・宮の丘公園周辺 485 308 64% 304 172 57%
C  以前から出没していた郊外  南区南沢・白川・石山・藤野・簾舞・豊滝 289 159 55% 159 82 52%
D 出没しない市街 清田区北野 194 105 54% 105 61 58%


















本稿では主に 2012 年調査から 2014 年調査までの約 2 年間に生じた変化について報告する。そのため、対
象を両調査に答えてくれた人たちだけに限定し、その 2012 年調査時の回答と 2014 年調査時の回答を分析し
た。
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図 2 回答者の年齢構成 
2012年調査、2014年調査とも、各地域の年齢は 2012年調査時点のもの。 
「札幌 2012」と「札幌 2014」はそれぞれの年の 1月 1日の住民基本台帳による 
図 3 回答者の性別構成 
「札幌 2012」と「札幌 2014」はそれぞれの年の 1月 1日の住民基本台帳による 
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回答の統計処理には IBM SPSS Statistics Version 22 を用いた。
4 結果
4.1 ヒグマの生息への態度
「人の住んでいない所にヒグマがいることについて」どう思うかきいたところ、2012 年調査でも 2014 年
調査でも地域間に有意な差は見られなかった 1)（図 4）。どの地域でも 2012 年調査で 16 ないし 28%の人が、
また 2014 年調査で 23 ないし 26%の人が「絶滅すべき」または「いない方がよい」と答えたのに対し、2012




一方、態度の変化に着目すると、地域 A、B、C では 2012 年調査と 2014 年調査の間に変化が見られなかっ




 「ヒグマが人の住んでいる所に出て来ることについて」どう思うかきいたところ、2012 年調査でも 2014 年
調査でも地域間に有意な差は見られなかった 3)（図 5）。どの地域でも 2012 年調査で 73 ないし 76%の人が、
また 2014 年調査で 71 ないし 79%の人が「絶対許せない」または「出てこない方がよい」と答えた。どの地
域でも圧倒的に多くの人がヒグマの出没を無くしたいと願っていることが分かる。
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 札幌市の資料によれば、通報されたヒグマの目撃・痕跡情報は 2010 年度 123 件(5)、2011 年度 254 件(1)、2012
年度 167 件(7)、2013 年度 105 件(8)であった。
2012 年調査では 2011 年またはそれ以前に住居の周辺にヒグマが出没したことがあるかを聞き、2014 年調
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2012 年調査でも 2014 年調査でも出没を認知した人に限定して「何か備えをしましたか」との問いへの回
答を分析した。2012 年調査でも 2014 年調査でも地域間に有意な差はなく 5)、どの地域でも 2012 年調査と




により 42 ないし 55%、2014 年調査では 34 ないし 55％が参加したいと答えた（図 8）。2012 年調査では地域
間に有意な差はなかったが、2014 年調査では有意な差が生じた 8)。どの地域でも 2 つの調査の間に有意な変




場合にどのような対応を望むか、4 つの対応方法（一部仮想の）を挙げて選んでもらった。これは 2014 年調
査でのみ設けた問いである。




 また、対応方法として挙げたのは以下の 4 つである。(a) 捕殺する、(b) 捕獲して人の入らない山に放す、
(c) 威嚇して追い払う、(d) 何もしない。
 これら 4 つのうち致死的な対応である (a) を 2 ポイント、非致死的な対応である (b) および (c) を 1 ポイ





ただ、ヒグマが目撃されただけの場合は地域によって有意な差が見られる 10)。地域 A、B、C では住宅地
では山でよりも厳しい対応を望んでいるのに対し、地域 D では逆に住宅地でよりも山での方が厳しい対応を
望んでいる。
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山捕獲」の支持率には地域によって有意な差が見られた 11)。地域 C では他の地域と比べてこれらの対策への
支持が高かった。ここには農業被害への対策を求める地域特性が表れていると推測された。
2014 年調査では地域間に有意な差はみられなくなった 12)。これはそれぞれの地域に生じた変化の結果であ
る。地域別に見てみると、地域 A では「予防援助」、「被害補償」、「春山捕獲」を支持する人が増え、地域 B
では「住民教育」、「予防援助」、「春山捕獲」が増えた。地域 C では「住民教育」が増え、地域 D では「予防
援助」と「春山捕獲」が増えた 13)。これらの変化の結果、全体として「予防援助」、「被害補償」、「春山捕獲」
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②ごみ指導 ⑦生息調査 ①住民教育 ⑥予防援助 ⑤被害補償 ④森林豊富化 ③春山捕獲
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なお、本研究は JSPS 科研費 22510038 の助成を受けて行ったものである。
注
1) 回答中「絶滅すべき」を「1」、「いない方がよい」を「2」、「どちらとも言えない」を「3」、「いた方がよい」を「4」、
「いるべき」を「5」と置きクラスカル・ウォリス検定。2012 年は p = 0.680、2014 年は p = 0.461。
2) 回答中「絶滅すべき」を「1」、「いない方がよい」を「2」、「どちらとも言えない」を「3」、「いた方がよい」を「4」、
「いるべき」を「5」と置きウィルコクソンの符号付き順位和検定。地域 A は p = 0.245、地域 B は p = 0.248、地域 C
は p = 0.810、地域 D は p = 0.007。
3) 回答中「絶対許せない」を「1」、「出てこない方がよい」を「2」、「どちらとも言えない」を「3」、「出て来てもよい」





































なお、本研究は JSPS 科研費 22510038 の助成を受けて行ったものである。
注
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を「4」、「出て来るのが当然」を「5」と置きウィルコクソンの符号付き順位和検定。地域 A は p = 0.344、地域 B は p
= 0.104、地域 C は p = 0.771、地域 D は p = 0.026。
5) カイ二乗検定。2012 年は p = 0.351、2014 年は p = 0.617。
6) 「はい」を「1」、「いいえ」を「0」と置いてマクネマー検定。P = 1.000。
7) カイ二乗検定。地域 A は p = 0.008、地域 B は p = 0.001、地域 C は標本が少ないため検定不能、地域 A、B、C を統合
すると p = 0.000。
8) カイ二乗検定。2012 年は p = 0.172、2014 年は p =0.000。
9) 回答中「はい」を「1」、「いいえ」を「0」と置いてマクネマー検定。地域 A は p = 0.127、地域 B は p = 0.880、地域 C
は p = 1.000、地域 D は p = 0.109。
10) 回答中 (a) を「2」、(b) および (c) を「1」、(d) を「0」と置いてクラスカル・ウォリス検定。「住宅地にヒグマが出没
して目撃された場合」は p =0.004、「山でヒグマが目撃された場合」は p =0.002。
11) 回答中「行うべき」を「5」、「どちらかというと行うべき」を「4」、「どちらとも言えない」を「3」、「どちらかという
と行うべきでない」を「2」、「行うべきでない」を「1」と置きクラスカル・ウォリス検定。「予防援助」は p = 0.023、
「被害補償」は p = 0.003、「春山捕獲」は p = 0.002。
12) 同、全項目で p > 0.05。
13) 回答中「行うべき」を「5」、「どちらかというと行うべき」を「4」、「どちらとも言えない」を「3」、「どちらかという
と行うべきでない」を「2」、「行うべきでない」を「1」と置きウィルコクソンの符号付順位和検定。地域 A の「予防
援助」は p = 0.000、「被害補償」は p = 0.010、「春山捕獲」は p = 0.000、地域 B の「住民教育」は p = 0.048、「予防援
助」は p = 0.000、「春山捕獲」は p = 0.041、地域 C の「住民教育」は p = 0.035、地域 D の「予防援助」は p = 0.014、
「春山捕獲」は p = 0.024。
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